4Ⅱ　今後の地球温暖化対策について
Ⅰ　大阪府域における温暖化の状況等
資料３
今 後 の 温 暖 化 対 策 に つ い て　～温暖化対策部会報告の概要～


１　温暖化対策の最近の動向
・気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の最近の報告書では、「気温、水温の上昇、海面の上昇など気候システムの温暖化には疑う余地がない」
・将来予測：「21世紀末の世界の平均気温が2.6～4.8℃上昇」（IPCC報告書）
・日本の2020年度の削減目標：2005 年度比で3.8％減（原発による削減効果含めず）
２　大阪府域の温暖化の現状と対策
・温室効果ガス排出量は、2012年度は1990年度と比べ2.5％減少しているが、2010年度以降増加
・民生（業務）部門と民生（家庭）部門において1990年度と比べ排出量の増加が顕著
・熱帯夜数は、2000年度以降、横ばいであるが全国の主要都市で最も多い。東京等はここ数年急激に増加
・府は地球温暖化対策実行計画やヒートアイランド対策推進計画の策定、温暖化防止条例の施行等により、事業活動における温室効果ガスの排出抑制や建築物の環境配慮などを促進












３　対策の推進にあたっての基本的な考え方
　○地球温暖化対策
　・グローバルかつ長期的な視点に立ち、国の動向や施策の整合を図りながら、地域特性に応じた対策を着実に推進
　・温室効果ガスの排出を抑制する「緩和策」に加えて、災害や人の健康、農作物等への影響を軽減する「適応策」を推進
　○ヒートアイランド対策
　・ヒートアイランド問題は都市特有のローカルな環境問題であるため、国の施策や動向にかかわらず、大阪府は地域でできる対策を着実に推進
　・対策指標を新たに設定した上で、目標の達成に向け、適切に進捗管理
　・建物・地表面の高温化抑制策等に加え、人の健康への影響等を軽減する適応策を推進

【現計画の状況】
・2012年度の温室効果ガス排出量は1990年比18％削減（目標：2014年度で1990年度比15％削減）

重点対策の目標
達成状況
・太陽光発電設備の導入量
・エコカーの普及台数
・間伐材の利用量など
達成
・中小事業者が創出したCO2排出削減量を大規模事業者等に活用
・環境家計簿の取組世帯数
・間伐の実施面積
達成困難
・環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ導入事業所数
・一般廃棄物の排出量
現時点で
判断困難
【新たな計画の策定】
１　計画の位置づけ
・地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく計画（地球温暖化対策実行計画（区域施策編））
・新環境総合計画で示された「低炭素・省エネルギー社会の構築」に向けた具体的な行動計画
２　計画の期間
・計画期間は、国の目標年度や新環境総合計画との整合を図り、2015年度から2020年度まで
・基準年度は、国と整合させ、2005年度
３　計画の目標
・国の目標や、府の現実行計画の目標との整合も踏まえ、国による施策及び府独自の施策による削減量を積み上げ、目標値を設定
・削減効果の明確化や進行管理のため、電気の排出係数を固定し算出した目標値を設定
・分野ごとに対策の取組み状況が適切に反映される対策指標を設定し、計画を効果的に推進
４　各部門の取組みの方向性
項目
取組みの方向性
民生(家庭)部門
・省エネ・省資源型ライフスタイルへの転換・エネルギー使用量の見える化
民生(業務)部門
・省エネ診断、補助制度に関する情報発信などの中小事業者の対策
・大規模事業者に対する評価制度
産　業　部　門

運　輸　部　門
・エコカーの普及　　・公共交通の利用促進
資源循環部門
・３Ｒの推進による焼却処理量の削減
再生可能エネルギー、省エネルギー機器等の普及促進等
・おおさかエネルギー地産地消推進プランによる普及促進
・エネルギー関連技術・製品の開発支援
森　林　吸　収
・府内産木材の安定供給、府内産木材の利用拡大による森林整備の促進
代替フロンの排出抑制
・使用中、使用済み製品からの代替フロンの漏洩防止
地球温暖化に対する適応策
・府域への地球温暖化の影響の把握　・ヒートアイランド対策の推進
・熱中症予防等の健康影響対策　　　・調査研究の推進
５　各部門の対策指標
１人当たりのｴﾈﾙｷﾞｰ消費量、床面積当たりのｴﾈﾙｷﾞｰ消費量、条例対象事業者の温室効果ガス削減率、
普及台数に占めるエコカーの割合、一般廃棄物の廃プラスチックの焼却量、太陽光発電導入量など



温室効果ガス排出量
が最大となる場合

[image: ]表1 重点対策の目標達成状況



将来の気温上昇を２℃以下に抑える目標の
もと温室効果ガス排出量を削減した場合



図1　世界の平均気温の変動幅



図4　大阪府域における温室効果ガス排出量の推移
※2008年以降は、電気の排出係数を2008年度で固定





[image: ][image: ]図3　大都市における熱帯夜数（５年移動平均※）
※５年移動平均とは、その年および前後２か年を含めた５か年の平均をとった値

図2　大阪府域における温室効果ガス排出量の推移
※排出係数は、各年度の関西電力の電気の排出係数を用いて算定した値
























Ⅳ　条例制度を活用した追加的対策

【現計画の状況】
・2011年の地球温暖化の影響の気温上昇分を除いた
熱帯夜数（５年間移動平均日数）は2000年比で
1.4割削減

【現計画の見直し】
１　計画の位置づけ
・「大阪府市ヒートアイランド対策基本方針」、
国の「ヒートアイランド対策大綱」及びヒートアイ
ランド対策の最新の知見等を踏まえた上で、現計画
との整合を図りながら、現計画を見直し
２　計画の期間
・現計画及び基本方針との整合性を図り、2015年度から2025年度まで

３　計画の目標
・住宅地域における熱帯夜数の３割削減、及び夏の日中の屋外での暑熱環境の改善を図ることを目標として継続
　　※目標の熱帯夜数は、地球温暖化の気温上昇分を除いた熱帯夜数で評価
・現計画の目標の「クールスポットの創出」は「既存のクールスポットの活用や創出」などの表現に変更
４　取組みの方向性
項　目
取組みの方向性
人工排熱の低減
・建物の断熱化、設備・機器等の省エネ・省CO２化及び運用改善
・エコカーの普及促進、エコドライブの徹底
・エネルギーの見える化による省エネ意識の向上や環境家計簿の普及促進
建物・地表面の
高温化抑制
・建物表面（屋上・壁面）の高反射化、緑化等による蓄熱の低減
・太陽光パネルによる建物地表面（屋上・壁面）の蓄熱の低減
・道路や駐車場への透水性・保水性舗装の施工
都市形態の改善
・公共空間・道路沿線民有地（セミパブリック空間）での緑化の促進
・都市公園や大規模緑地の整備、適切な維持管理
・熱の淀みによる気温上昇を防ぐために風通しに配慮した取組みを推進
適応策の推進
・適応策として効果のある緑化手法の検討及び普及
・公園や公開空地等のクールスポットのネットワーク化
・マップやホームページ等を活用した身近なクールスポットの周知と活用
５　ヒートアイランドの対策指標　（計画の見直しにあたって、具体的な対策指標を設定）
①省エネ活動実施率、②高反射塗装・瓦普及率、③屋上緑化普及率、④壁面緑化普及率、
⑤太陽光パネル普及率、⑥透水性・保水性舗装普及率、⑦高反射舗装普及率、
⑧市街地における緑被率

Ⅲ　今後のヒートアイランド対策について
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１　事業活動における温室効果ガスの排出抑制
（日）

　・エネルギーの多量消費事業者を対象とした計画書制度において、府が効果的な温室効果ガス抑制抑制重（特定事業者）を対象とした温室効果対策を提示するとともに、その実施率と削減状況を基に事業者の取組みを総合的に評価する制度の導入


図5　熱帯夜数の比較（５年移動平均）

[image: ]〈総合的な評価のイメージ〉









２　建築物等のヒートアイランド対策

[bookmark: _GoBack]・建築物の新築・増改築を対象とした建築物の環境配慮制度において、大気熱負荷計算モデル等を活用して、計画の届出時に建築主や設計者に対して、ヒートアイランド対策に関する助言等を行えるよう運用改善










[image: ]






連携
国
関西広域連合
大阪
大阪府庁内部の
推進体制を整備
府民・事業者・
大学・研究機関・
ＮＰＯ・市町村

おおさかスマートエネルギー協議会等
連携
連携
広域問題
の対応を
働きかけ
取組や知見を
周知・普及
Ⅴ　計画の進行管理及び推進体制

○計画の進行管理　　　　　○計画の推進体制




















点検
評価
・温室効果ガス排出量
・熱帯夜数
・対策の取組状況
（対策指標の評価）

環境審議会
温暖化対策部会

2000年	
大阪	豊中	枚方	3地点平均	46	36	29	37	2011年	
大阪	豊中	枚方	3地点平均	41	32	24	32	
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事業活動における温室効果ガスの排出抑制の促進 

    エネルギーの使用量が相当程度多い者（特定事業者）が届け出る対策計画書 

    及び実績報告書の制度において、以下の課題がある。 

    -計画の削減目標が未達成の事業者が約4割 

    -基本的な省エネ・省CO2対策でも取組みが進んでいない事業者がある。 

    府が重点対策を提示するとともに、その対策の実施状況と削減状況を基に事 

    業者の取組みを評価する評価制度を導入する。 

現状

 

課題

 

考え方
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事業活動における温室効果ガスの排出抑制の促進 

    エネルギーの使用量が相当程度多い者（特定事業者）が届け出る対策計画書 

    及び実績報告書の制度において、以下の課題がある。 

    -計画の削減目標が未達成の事業者が約4割 

    -基本的な省エネ・省CO2対策でも取組みが進んでいない事業者がある。 

    府が重点対策を提示するとともに、その対策の実施状況と削減状況を基に事 

    業者の取組みを評価する評価制度を導入する。 

現状

 

課題

 

考え方
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